
問合せ先

安全保障と経済を横断する領域において、
様々な課題が顕在化する中、経済安全保障
に関連した各国の取り組みは、企業の経済活
動に与える影響も大きくなっています。
そこで、世界の経済安全保障を巡る動向や、
それに伴う影響のほか、重要技術を守るという
観点から、国外への技術流出防止の具体的
事例や対策等について詳しくご説明します。

お申し込み期限：８月２３日（水）
（定員に達し次第、申込の受付を終了させて頂きます。）

8/25 14:00～15:40（金）2023

参加費

無料

主催･共催

定員

中部経済産業局 国際課 ☎052-951-4091

（受付開始13:30）

1. 経済安全保障と日本の対応(45分)

2. 対内直接投資審査制度の概要(15分)

3. 外国への技術流出リスクと対策(30分)

4. 質疑応答(10分)

演題（概要裏面）

経済産業省 大臣官房
経済安全保障室

財務省 国際局 調査課

愛知県警察本部 外事課

講師(各課担当者)

お申し込み 以下URL又は右記QRコードよりお申し込み下さい。

https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/chubu01/20230825_entry

https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/chubu01/20230825_entry


問合せ先 中部経済産業局 国際課 ☎052-951-4091

お申し込み期限：８月２３日（水）
（定員に達し次第、申込の受付を終了させて頂きます。）

安全保障の裾野が経済・技術分野に急速に拡大する中、各国は産業基盤強化の支援、機微
技術の流出防止や輸出管理強化等の経済安全保障の関連施策を推進・強化しております。
こうした国際情勢や、2022年5月に成立した経済安全保障推進法をはじめとする日本の施策
について紹介いたします。

経済安全保障と日本の対応１

対内直接投資審査制度制度は外国為替及び外国貿易法に基づき、国の安全に関わる技術等の
流出を防ぐため、外国投資家が一定の業種を営む日本の企業に対して投資等を行う場合に、
事前届出を求め審査を行う制度です。事業展開や再構築に伴う投資受入れ、Ｍ＆Ａによる
株式譲渡などで、事業者が留意すべきことは何か解説します。

対内直接投資審査制度の概要２

捜査等を通じて把握した、技術情報等の獲得に向けた外国からの働きかけの手口や、それに対す
る有効な対策について紹介いたします。

外国への技術流出リスクと対策３

演題概要

会場周辺図
名古屋市中区栄2-10-19 
（名古屋商工会議所ビル 3階第6会議室）住所

お申し込み 以下URL又は右記QRコードよりお申し込み下さい。

https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/chubu01/20230825_entry

https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/chubu01/20230825_entry



